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5. 資本利益率分析からみた日本アイ・ビー・エム株式会社
の個別財務業績
前節までで， IBM社の連結財務諸表におけるセグメント報告を中心に，
その地域区分別セグメント財務情報，とりわけ「アジア／太平洋」地域セグ
メント財務情報の意味するものについて，種々の角度から検討してきた。
本節以下においては， IBM社の連結財務諸表において 100彩子会社とし
て連結対象に算入され，それの「アジア／太平洋」地域セグメントにおける
中核となっている日本アイ・ビー・エム株式会社の個別財務諸表の数値を中
心にして，まずそれ自体の個別的な財務業績をみることにしたい。さらに，
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その個別財務業績が連結財務諸表上の IBM社の「アジア／太平洋」地域セ
グメントの業績にどのような影響を与えているか，企業外部の投資家サイド
からの財務分析としては，どのようにしてそれを検討することができるかを
考察したいと思う。
個別財務諸表数値と連結財務諸表数値は，本来，異質の性質をもったもの
である。いうまでもなく，連結財務諸表は各個別財務諸表数値を単純合計し
た数値ではないので，両者を単純な比較によって早急に何等かの結論を引き
出すことには慎重でなければならない。しかし，両者の比較検討によって何
等かの推論を導き出すことも一面可能と思われる。事実，わが国では親会社
の業績をみるため，「連単倍率」，または「連単差額」による分析が行われて
いる。「連単倍率」は親会社の個別財務諸表の売上高または純利益に対して，
連結財務諸表上の売上高または純利益がどのような倍率になっているかを算
出し，その倍率の高さによって優良子会社をかかえた企業集団としての業績
をみようとするものであり，他社との比較を行うとき，個別業績面プラス連
単倍率によってその違いを評価しようとするものである。いうまでもなく，
個別財務諸表数値と連結財務諸表数値は異質のものであり，それらの単純な
比較には限界があることを承知の上での分析であろう。
この第5節では， 日本アイ・ビー・エム株式会社 (IBMJapan, Ltd.）の
個別財務諸表のみによる個別業績をみることにしたい。 ここでは， IBM社
(IBM Corporation)の連結財務諸表数値との直接的な関連を意識しないで
考察したい。しかし，取上げる項目範囲としては，連結財務諸表上の「アジ
ア／太平洋」地域セグメントの財務情報とのかかわりがあるとみられるもの
に限定して考えたい。従って，日本アイ・ビー・エム株式会社の個別財務諸
表項目全般に亘って取上げるのではなく， IBM社の「アジア／太平洋」地域
セグメント財務情報に関連するとみられる売上高，期中平均資産総額，当期
純利益等を中心にしてみていきたい。
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上のような考え方によって，まず， 日本アイ・ビー・エム株式会社の会社
概況の略述と， その個別財務諸表について， IBM社の「地域別セグメント
財務情報」との関連分析のために，必要な財務数値のみを要約整理すること
から始めることにしたい。
日本アイ・ビー・エム株式会社（以下，本稿では日本 IBM社と略称した
い）は，昭和12年 6月17日に， 日本でわが国商法の規定に基づいた株式会社
として設立されている。設立当初，資本金は50万円であり， 日本ワットソン
統計会計機株式会社と称されていた。昭和24年8月には， 日本インターナシ
ョナル・ビジネス・マシンズ株式会社と改称され，さらに昭和34年 2月より
現商号に変更されている。
日本 IBM社は，アメリカの IBM社の 100％子会社である IBMWorld 
Trade Corporation (WTC) （米国の Delawareで設立）のさらにその
100％子会社であり， IBM社の孫会社に該当する。しかしそのレボートは，
IBM社の「アジア／太平洋」地域セグメントの統括会社であるIBMWorld 
Trade Corporation (WTC)の100％子会社の IBMAsia Pacific Service 
Corporation（所在地日本）即ち IBM社の同じく孫会社であるこの副統括
会社に対して行われている。この会社は IBM社の「アジア／太平洋」地域
のマーケティング及びサービス・ユニットである心
日本 IBM社は，平成6年で約57年が設立後経過している歴史ある著名な
会社である。本来，その設立後のすべての年度について財務分析を行うべき
ものと考えられるが，本稿では，アメリカの IBM社のセグメント報告が本
格的に開始された1977年度以降に，本稿の研究の焦点を絞っているため， 日
本 IBM社の個別業績についても，それに合せて1977年度以降の財務諸表を
1) I BM社がSECに提出している 1993年度の Form10-Kにおける親子会社関
係の明細表 (ExhibitJI)及び大友敬稿「日本 IBM社＝総合指向から分散指向
へ」経理情報 No.696 (93. 8. 20/9. 1)を参照した。
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資料として取上げることにしたい。
日本 IBM社の個別財務諸表（単独財務諸表）は， 日本で設立された株式
会社として日本の商法規定に基づき決算公告されたものであり，それが本稿
のベースとなっている。本稿では，商法上の決算公告されたものに直接よら
ないで， 日本 IBM社によって公表された財務数値が集録印刷されている
『会社四季報ー未上場会社版ー」及び「会社総鑑ー未上場会社版ー」によっ
て，日本 IBM社の項目から，間接的にその1977年度分より1993年度分まで
の該当する財務数値を引用2) して整理した。
IBMの地域別セグメント財務情報の考察を主目的としているので， 日本
IBM社の財務数値についても，それに関連すると思われる財務数値につい
てのみ要約整理することにしたい。それは日本 IBM社の商法上の決算公告
による貸借対照表及び損益計算書の財務数値のうち，各年度の総資産純利益
率の算定に必要な数値及び参考のため各年度末の資本金の額を主要な個別財
務諸表数値として一表に要約しまとめて示すことにする。なお，期中の総資
産平均残高としては前期末資産総額と当期末資産総額の算術平均値をそれに
該当するものと仮定することにした。部外者には，それ以外に客観的に妥当
な総資産期中平均残高を算出することは困難であろう。そのような考え方か
ら，日本 IBM社の財務数値をまとめたものが，次の図表13表である。
第13表の財務数値の基礎的理解のために，日本 IBM社について優れたフ
ィールド・スタディを行われている大友敬氏の論考3)を，まずみることにし
たい。
大友氏の論考では， 「成長期の80年代から業績低迷の 90年代へ」の項にお
2)東洋経済新報社発行「会社四季報一末上場会社版ー」の93年上期分， 93年下期
分， 94年上期分， 94年下期分を参照した。
日本経済新聞社発行「会社総鑑一末上場会社版ー』の1979年版， 198哨三版， 1981
年版， 1982年版， 1983年版， 1984年版， 1985年版， 1986年版， 1987年版， 1988年
版， 198吟三版， 199哨三版， 1991年版， 1992年版， 1993年版， 1994年版を参照した。
3)大友敬氏「日本IBM社＝総合指向から分散指向へ」経理情報 No.696(93.8. 
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図表13 日本 IBM社の各年度の主要な個別財務諸表数値 （単位：百万円）
年度 売上高 員利塁期末資本金期末総資産＼雙畠賃蘭贔韮璽嚢
1976年 275,492 26,701 50,000 229,560 
1977年 293,841 29,801 50,000 250,095 239,828 
1978年 315,343 34,468 75,000 280,103 265,099 
1979年 324,245 36,242 75,000 286,895 283,499 
198眸 338,328 36,323 75,000 296,701 291,798 
1981年 428,894 39,199 75,000 336,971 316,836 
1982年 484,963 35,609 75,000 377,784 357,378 
1983年 612,220 44,728 75,000 392,949 385,367 
1984年 768,760 54,587 98,650 454,684 423,817 
1985年 914,539 72,995 119,900 590,371 522,528 
1986年 878,539 63,933 119,900 578,781 584,578 
1987年 1,060,639 74,283 135,300 649,617 614,199 
1988年 1,168,847 85,233 135,300 687,181 668,399 
1989年 1,312,640 102,033 135,300 770,435 728,808 
1990年 1,326,517 82,822 135,300 785,916 778,176 
1991年 1. 272, 144 56,484 135,300 827,748 806,832 
1992年 1,254,583 31,205 135,300 1,239,010 1,033,379 
1993年 1,157,805 /:,18, 205 135,300 1,123,347 1,181,179 
単17純カ年平均＊ 819,520 50,691 105,032 584,034 557,703 
（注） ＊1976年度の平均数値は算出していない。
いて次のように記述されている。ここでは，そのうち財務業績の記述に直接
関連する論述のみを引用することにしたいと思う。大友氏によれば，
「70年代には日本 IBMにとって低成長の時期であった。 70年代後半の日
本 IBMは，売上高が低迷し，成長率ば情報産業の平均を下回っていた。シ
ェアは低下傾向にあり， 79年の電算機部門の売上高では冨士通に抜かれてト
ップの座を明け渡してしまった。」4)
そこで， 日本 IBM社は「お客第一主義」による革新的な販売体制を次々
と打ち出し，組織の活性化を図ったのである。そのため，大友氏によれば，
4) 「同上論文」 4頁。
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「このような行動の成果として，円高不況で減収減益となった86年12月期
を除いて， 80年代の売上高は10飴以上の成長を続けた。 80年12月期の売上高
は3,383億円であったが， 90年12月期は 1兆3,265億円に伸び， 10年間で約 4
倍に成長した。
円高不況の影響で減収減益となった翌年の87年12月期には，銀行の第 3次
オンラインを中心とした大型汎用機の伸びにより前期比20形以上の成長を示
した。売上高は 1兆606億円，税引前利益は1,491億円を計上し，外資系企業
では初めて売上高 1兆円を突破した。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．（この部分の弓I用を省略した）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
売上高が初めて 1兆円を突破した87年12月決算から 5期目の92年12月期は
売上高が 1兆2,545億円であった。これは前期比1.1％の減少であり， 2期連
続の減収であった。また税引前利益267億円と前期比74.1,Slるの大幅減益とな
り4期連続の減益を余儀なくされた。 5期前と比べて， 売上高は 1,939億円
の増加にとどまり，税引前利益は逆に 1,224億円の減少となった。これまで
のところ売上高では 90年12月期の 1兆3,265億円，税引前利益では 88年12月
期の2,029億円が業績のヒ゜ークとなっている。
業績の低迷にともない， 日本 IBMは急激な収益性の低下に見舞われた。
92年12月の税引前利益は過去最高の経常利益を計上した88年12月期のおよそ
8分 1の水準まで低下した。
90年12月期までの10年間，一貫して10％を上回っていた売上高税引前利益
率はついに 2%にまで低下した。 〔図ー 1〕（次頁一筆者による一）に日本
IBMの業績推移を示す。」5) と記述されている。
上記のような大友氏による日本 IBM社の1970年代から1992年度までの財
務業績の的確な整理によって，その概要が明らかにされている。
5) 「同上論文」 5頁。
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〔図ー 1〕 日本IBMの業績推移（大友氏の論文）
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しかし，注意すべきことは，大友氏の論文は93年 8月に発表されたもので
あり， 1992年12月期までの財務業績についての論述である。
その次の1993年12月期は，僅か 1年とはいえ1992年12月期と比べて劇的な
変化があった年度である。 1993年12月期は前年度に比べて，売上高968億円
の減収であり，当期純利益は 182億円の赤字に転じており，前年度比491億
円の減益となっている。これは金額的にみて大きな変化であるが，質的な変
化の大きさにも注目しなければならない。
日本 IBM社の新社長は，前社長椎名武雄氏より北城格太郎氏に1993年 1
月 1日に変っており，会社組織も大きく変ってきている。日本IBM社は1993
年 1月に 2社の新会社の分社と業種別ソリューション会社の設立を行ってい
る。これにより日本 IBM社の社員数も 2万数千人減少している。分社化さ
れた 2社は日本 IBM情報システム (GBC)と日本 IBMサービス (SBC)
であり，共に資本金30億円の株式会社である。従業員は前者が約 2,500人，
後者が約 4,500人といわれている。この 2社の1993年12月期の財務業績の資
料は「会社総鑑」などではみることができなかった。しかし，前掲の図表13
の日本 IBM社の財務数値には，この 2社の分は含まれていない。 1992年12
月期と1993年12月期の完全な比較のためには，本来この 2社分も含めて考え
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ることが望ましいであろう。事実， 日本 IBM社の1993年12月期に関する決
算発表の新聞記事（平成 6年4月 1日）によれば，会社の発表として分社化
した 2社を含めた 3社分合計が発表されている6)。 しかし，この 2社の1993
年12期の個別業績については，一般に公開された資料として『会社総鑑ー未
上場会社版ー』及び『会社四季報』でもみることができなかった。従って，
1993年度分の財務数値についても，本稿では，日本 IBM社の個別財務諸表
数値のみによらざるをえないと思われる。
この点， 1993年度分は， 1992年度以前の財務数値と比較するときに注意を
要する点であろう。
(2) 日本IBM社の個別財務諸表による財務業績の評価
第 3 節•第 4 節でみてきたように， IBM 社の地域別セグメント財務情報
によるセグメント業績の評価は， 基本的には， 資本利益率分析を中心にし
て，売上高，純利益，固有資産平均残高を用いた地域区分別合計に対する構
成比率分析並びに趨勢比率分析などによって行なわれるであろう。
そこで， IBM社の地域セグメント財務情報に組込まれ， その一部分を構
成するその地域の主要な一子会社である日本 IBM社についても，同様の考
え方により，売上高，当期純利益，総資産平均残高の関連分析，さらにそれ
らを用いた資本利益率分析を行うことが必要であろう。
前述の図表13を基礎にして，日本 IBM社の資本利益率算出のための基礎
数値と，それを用いて算出した各年度の資本利益率，すなわち総資産当期純
利益率を一表にまとめると，次頁の図表14の如くである。
総資産当期純利益率は売上高当期純利益率に総資産回転率を乗じて算出す
6)決算発表の日本経済新聞の記事（平成6年4月1日）によると，これら3社を合
せた売上高は 1兆2,380億円であり，純損失は235億であると発表されている。さら
にそれに関連して， 1993年度はリストラに伴う退職金積み増しなどで，計491億円
の特別損失を計上したことが影響していると，記載されている。
なお， 1992年度も希望退職者募集に伴う退職金支払が160il評1にのぼり， 1993年
度はそれが450億に達したこと，も発表されている。
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図表14 日本 IBM社の各年度の資本利益率及びその算出基礎数値
年度 I 売上高 純当利期益 総平均資残産高 純総資利産益当率期 純売上利高益当率期 総回転資産率
百万円 百万円 百万円 ％ ％ ％ 
1977年 293,841 29,801 239,828 12.42 10. 14 122.50 
1978年 315,343 34,468 265,099 13.00 10.93 118. 95 
1979年 324,245 36,242 283,499 12. 78 11.18 114.37 
198岬 338,328 36,323 291,798 12.45 10. 74 115. 95 
1981年 428,894 39,199 316,838 12.37 9.14 135.37 
1982年 484,963 35,609 357,378 9.96 7.34 135.70 
1983年 612,220 44,728 385,367 1. 61 7.31 158.87 
1984年 768,760 54,587 423,817 12.88 7.10 181. 39 
1985年 914,539 72,995 522,528 13.97 7.98 175.02 
1986年 888,539 63,933 584,576 10.94 7.28 150.29 
1987年 1,060,639 74,283 614,199 I 12.09 7.00 172.69 
1988年 1,187,847 85,233 668,399 12. 75 7. 18 177. 72 
1989年 1,312,640 102,033 728,808 14.00 7. 77 180. 1 
199呻 1,326,517 82,822 778,176 10.64 6.24 170.46 
1991年 1,272,144 56,484 806,832 7.00 4.44 157.67 
1992年 1,254,583 31,205 1. 033, 379 3.02 2.49 121. 41 
1993年 1,157,805 t,18, 205 1,181,179 /:.1. 54 Al. 57 98.02 
単17純カ年平均 819,520 50,691 557, 7031 10. 61 I 7. 22 I 146. 26 
ることができる。総資産当期純利益率の動向は，売上高当期純利益率の動向
と総資産回転率の動向の両者によってみなければならないので，図表14にお
いては，これら関連する 3つの比率を示すことにした。
日本 IBM社の総資産当期純利益率の各年度経過の推移をみると， 1977年
度から1981年度までの 5カ年間は 12.37% ~ 13. 00％までの間の利益数値で
非常に良好であり，安定したものになっている。 1982年度は9.96％と低下し
ている。この1982年度は， IBM社の連結決算においても業績が低下した年
度であり，その「南北アメリカ／極東」地域セグメントの業績も良くなかっ
た年度である。これは注目すべきことであろう。
1983年度は11.61％に回復し， 1984年度 12.88%, 1985年度 13.9796と上昇
している。しかし「プラザ合意」の翌年である 1986年度は 10.94％に若干低
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下している。しかし， 1987年度は12.09%,1988年度12.75鍬さらに1989年
度は 14.00%の過去最高の資本利益率である。この 1989年度は当期純利益も
過去最高の1,020億円となった年度である。1990年度は10.64%に下がり，1991
年度はさらに低下し7.00%になっているが， 1992年度は大きく低下し3.02%
の非常に低い資本利益率になった。 1993年度はリストラに伴う巨額の退職金
支払等により赤字業績となり， 1977年度以降初めての赤字で，マイナス1.54 
彩の資本利益率になった。これまた注目すぺき事業年度であろう。
図表14によると， 日本 IBM社はアメリカの IBM社の「セグメント報
告」が開始された1977年度以降， 17カ年のうち，最近の1991年度， 1992年度
および1993年度の 3カ年間を除くと， 10彩台から14彩台の安定した高い資本
利益率を獲得している。従って，日本 IBM社の1977年度から1990年度まで
の14カ年間は，資本利益率が単純平均で 12.27 %という高い水準を維持して
いた超優良会社である。
業績悪化の傾向は1990年度を走りとしてそれ以後下向線をたどっている。
これは親会社である IBM社のリストラに伴う一連の動きと関連して注目し
なければならないであろう。この1991年度より1993年度にかけての 3カ年間
の業績分析には，さらに詳細な資料により検討することが必要である。
上記のような， 1977年度から1993年度までの17カ年間の総資産当期純利益
率の年度経過に伴う推移を一覧的に示すと，次の図表15の如くになる。この
図表15によると，前述のような日本 IBM社の財務業績の推移が， 1977年度
から1990年度までの14カ年間，いかに安定した良い業績をあげていたかが，
一目瞭然としてわかるであろう。また， 1980年度を頂点としてそれ以降の下
降線の傾向も，目を見張るものがある。
図表15では，総資産当期純利益率の年度経過に伴う推移は一目瞭然である
が，総資産当期純利益率を構成する売上高当期純利益率と総資産回転率と両
者の相関関係が明らかでない。たとえ同じ総資産当期純利益率の大きさで
も，事業年度によって売上高当期純利益率が高く，総資産回転率が低い場合
と，売上高当期純利益率が低く，総資産回転率の高かさによってそれを維持
IBM の「アジア／太ヽ洋」地域セグメント
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図表15 日本IBM社の総資産当期純利益率の各年度の推移
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している場合とがみられる。
売上高当期純利益率の各年度における数値により，日本 IBM社のその年
度経過に伴う推移を一表に図示すれば，次の図表16の如くになる。さらにま
たそれの総資産回転率の数値を各年度別にプロットした形で一表にまとめる
と，次頁の図表17の如くになる。
図表16による売上高当期純利益率の各年度経過に伴う推移の傾向線は，ゃ
はり，図表15の総資産純益率の各年度経過に伴う推移の傾向線ともパターン
が異なっている。図表17による総資産回転率の各年度経過に伴う推移の傾向
線は，さらに前二者の傾向線ともパターンが異なっていることに注目しなけ
ればならない。
相対的にみて，事業年度の経過に伴って売上高当期純利益率は1979年度の
1. 18％を頂点として， 1982年度までは漸減傾向である。すなわち 1980年度
は10.74%,1981年度9.14%,1982年度7.34％に漸減している。 1983年度は
7.31％であり，それが1989年度の 7.77％まで 7％台で 8カ年続いている。
1991年度は6.24％となり， 1992年度は2.49％に急速に低下し， 1993年度はマ
イナス1.57％まで急激に下っている。
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図表16 日本IBM社の売上高当期純利益率の各年度の推移
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総資産回転率は売上高当期純利益率とはその傾向が大きく異なり， 1979年
度を境として， 1989年度まで，但し1986年度を除きその後9カ年間は上昇傾
向を強めている。この間，売上高の量的拡大が著しく売上高当期純利益率の
ほぼ安定した状態で，数量的拡大による当期純利益額の増加が目覚ましい。
しかし，総資産回転率は1989年度の180.11彩を頂点として， 1990年度170.46
鍬 1991年度157.67鍬 1992年度121.41彩， 1993年度98.02彩と， 販売競争
激化にともない漸次低下してきている。このことも総資産当期純利益率の低
下に大きな影響を及ぽしている要因であろう。
図表15で示した総資産当期純利益率の傾向線，図表16で示した売上高当期
純利益率の傾向線，さらに図表17で示した総資産回転率の傾向線の三つを集
約的に一つにまとめた傾向線として図示したのが，一般にいわれる資本利益
率図表としての次の図表18が日本 IBM社の資本利益率図表である。図表18
では，売上高当期純利益率と総資産回転率の各組合せを明確にした総資産当
期純利益率の各年度経過に伴う推移が明らかにされている。
図表18についての基本的な考え方をみると，縦軸上は，競争上の制約によ
って売上高利益率の高さが決まり，横軸上は．生産能力上の制約によって資
産回転率の大きさが決まると基本的に考えられる。このような論述を行って
いるスティックニー教授等”の考えに従って，日本 IBM社の資本利益率図
表について説明を加えれば，次の通りになるであろう。
本稿で取上げた1977年度以降， 1981年度までは．日本 IBM社は製品の寡
占的競争優位により高い売上高当期純利益率により．総資産回転率の僅かな
増減の中で総資産利当期純益率の高い水準を維持していた。これはスティッ
クニー教授のいう製品差別化(productdifferentiation)戦略8)により，日本
IBM社は製品機能， 品質． サービスなどの面で他社製品と異なるような優
れた特色をこの期間はもっていたとみられる。次いで， 1982年度を境とし
て，それから1990年度まで．日本 IBM社はマーケット・シェア拡大により
7)拙著「前掲書」 395~400頁参照。
8)拙著『前掲書」 397~398頁参照。
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高い総資産回転率によって，若干低くなってきた売上高当期純利益率のもと
でも，総資産当期純利益率の高い水準を維持してきた。
このことはスティックニー教授のいうコスト・リーダーシップ戦略9)によ
日本 IBM社は電算機他社との競争激化の元で，規模の経済性，生産能
率向上，使用資産の有効利用等により総資産回転率をそれ以前の期間に比べ
て50彩以上高めたとみられる。従って， 1983年度から1990年度までの 8カ年
日本 IBM社は高い総資産回転率に支えられ，高い総資産当期純利益率
り，
間，
並びに巨額の当期純利益額を確保していた。しかしその後，大型コンビュー
タからパソコンヘと流れが変わるダウンサイジングの嵐に電算機業界が襲わ
れ， IBM社も事業の再構築 (restructuring)を行なわざるを得なくなって
9)拙著「前掲書J398頁参照。
IBM社の「アジア／太平洋」地域セグメント
財務情報と日本IBM株式会社の財務業績 (2) （末政） （447)93 
きた。これにともない日本 IBM社も， 1991年度以降，ダウンサイジングに
よる電算機業界の荒波，親会社 IBM社のリストラの余波等により，業績が
低下してきた。この1991年度から1993年度にかけての 3カ年間は，売上高当
期純利益率も総資産回転率も共に急激な落込みになり，この両者の好ましく
ない影響で，総資産当期純利益率はさらに大きな下落をなし， 1993年度は赤
字の業績数値となっている。
このような日本 IBM社の財務業績面の盛衰が，図表18の資本利益率図表
をみると，一目瞭然となるであろう。
6. ドル換算を行った日本 IBM社の財務数値の状況
(1) ドル換算について基礎的な考察
前節では，日本 IBM社の公表された財務数値について円建表示のまま
で，その経営業績を概銀してきた。この節では， その円建財務数値を IBM
社のドル建連結財務諸表における地域区分別セグメント情報と比較対照する
ために， ドル換算の財務数値に変換する諸問題について考えることにしたい
と思う。
① 本稿でのドル換算目的
まず本稿でドル換算問題を取上げた主目的について述ぺることにする。こ
こでは子会社の円建財務諸表をドル建連結財務諸表に組入れる作業のために
ドル換算を行うことを意図とするものではない。それは企業内部の関係者が
連結財務諸表作成目的でド）レ換算問題を取扱う場合である。本稿は企業の部
外者が，投資家サイドから公表された連結財務諸表における明細表としての
地域区分別セグメント財務情報を読取り理解・分析することを主目的とし，
さらに，その地域区分別セグメント財務情報に組込まれている外国子会社の
財務業績上の貢献度を探りたいからである。
それ故，財務諸表上考えなければならない為替換算会計問題のすぺてを正
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面から取上げるものではない。ここでは日本の子会社である日本 IBM社の
米国の親会社である IBM社で作成された連結財務諸表との関係をみること
が重要な課題であり，日本の親会社における外国子会社の連結上の為替換算
問題を取上げることではない。このことは，日本における外貨換算会計基準
の問題を取上げ，それを考察することを目的としたものでなく，むしろ米国
の連結財務諸表作成上の外貨換算会計基準との関係をみることが主目的にな
るであろう。さらに米国の外貨換算会計基準のすぺてをみることが目的では
なく，特に， 1977年以降のセグメント財務情報が開示された年度より後の外
貨換算会計基準が課題である。さらにいえば，米国における外国子会社の外
貨建財務諸表を，米ドル建数値に換算するための外貨換算会計基準を調べる
ことが当面の課題である。
R 外国子会社の外貨建財務諸表の外貨換算のための会計処理基準
外国子会社の外貨建財務諸表をその国の連結財務諸表に組入れるため外貨
換算を行う場合，一般的に外貨換算方法として次の方法があげられている。
1. 決算日レート法
2. 流動・非流動法
3. 貨幣・非貨幣法
4. テンポラル法（属性法）
5. 修正テンポラル法（修正属性法）
6. SFAS No. 52による方法
上記の外貨換算方法についてその概要，特に，外国子会社の外貨建財務諸
表の外貨換算方法の概要を，次に略述することにする。
1. 決算日レート法 これによるときは外国子会社の損益計算書及び貸借
対照表項目のすべてについて，年度末の決算日レートで換算するのが一般
的な方法である。しかし財務諸表のすべての項目を決算日レートで換算す
る方法は，アメリカにおける GAAPとして認められていないので，この
10)青木茂男監修「国際会計実務ハンドブック」中央経済社昭和62年， 275~279頁
参照。
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方法は IBM社でも実施されていない。
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2. 流動・非流動法 これによるときは外国子会社の貸借対照表項目は流
動・非流動項目に区分され，前者は決算日レート，後者は取引日レートで
換算される。損益計算書項目は取引日レートまたは期中平均レートで換算
される。この方法は，アメリカでは ARB第43号 (1953年）によって採
用されたが， APB意見書第9号 (1966年）によって廃止されている11)0 
この方法も IBM社の1977年度以降のセグメント財務情報の作成には関連
をもっていない。
3. 貨幣・非貨幣法 これによるときは外国子会社の貸借対照表項目は貨
幣・非貨幣項目に区分され，前者は決算日レートで，後者は取引日レート
で換算される。損益計算書項目は取引日レート又は期中平均レートで換算
される。この方法は，アメリカでは APB意見書第 6号 (1965年）により
認められていたものであるが， SFASNo. 8 (1975年）の実施まで採用さ
れていた12)。従って，この方法も IBM社の1977年度以降のセグメント財
務情報の作成に直接関連をもたない。
4. テンボラル法（属性法） これによるときは外国子会社の財務諸表の
各項目の性質に応じて異なる換算レートを個別的に適用するものであり，
アメリカでは SFASNo. 8 (1975年）によって採用された方法である。こ
の SFASNo. 8によれば，外国子会社の外貨建財務諸表における貨幣性
資産及び負債項目は決算日レートで換算され，非貨幣性資産及び負債項目
は発生日ないし取引日レートで換算される。損益計算書項目については，
売上原価，減価償却費等の非貨幣項目関連は発生日ないし取引日レートで
換算され，その他の損益項目は取引日レート又は期中平均レートで換算さ
れる。換算によって発生した換算差額はすぺて当期の損益として処理され
11)山田昭広著「アメリカの会計基準』（第1版）中央経済社昭和61年， 341~342 
頁参照。
12) 「同上書」 342~343頁参照。
96(450) 第 39巻第 5 号
る13)。この方法は，アメリカでは SFAS No. 8 (1975年）が実施されて以
降適用となったので， IBM社もそれを1975年以降， 次の SFASNo. 52 
(1982年）の実施まで採用していた。
5. 修正テンポラル法（修正属性法） この方法の代表的なものとしては，
わが国の企業会計審議会によって定められた「外貨建取引等会計処理基準」
があげられる。
その特徴は，外貨換算によるパラドックスを避けるため，当期純利益は
決算日レートで換算するのである 14)。しかし，アメリカでは，この方法は
GAAPとして承認されていないので， IBM社でも採用されていない。
6. SFAS No. 52による方法 これによるとき，外国子会社の外貨建財
務諸表を連結財務諸表に組入れのため外貨換算する場合，まず外国子会社
財務諸表をアメリカ GAAPに準拠するように修正しなければならない。
次いで外国子会社の現地の記録通貨が機能通貨であるか，否かの決定をす
る。そこで現地通貨が機能通貨であると認められたときは，その資産・負
債項目のすべては決算日レートで換算される。費用・収益項目は取引日レ
ートで換算されることになるが，簡便法として期中平均レートで換算する
ことも認められている。もし現地通貨が機能通貨でないと認められたとき
は，テンポラル法を用いて現地の記録通貨から機能通貨へと再測定される
ことになる15)。この場合の換算は個々の項目の性質に応じて異なる換算レ
ートを適用するテンポラル法による。
従って，このことは， 「SFAS第52号も，結果的には，決算日レート法
13)①青木茂男監修『前掲書』 276頁参照。
③山田昭広著『前掲書」 343~344頁参照。
14)関西学院大学会計学研究室編『連結会計基準の国際比較』中央経済社平成5年，
96~97頁参照。
15)①青木茂男監修『前掲書」 277~279頁参照。
R山田昭広著「前掲書』 344~348頁参照。
③山田昭広著『アメリカの会計基準」（第3版）中央経済社平成6年， 416~
419頁参照。
IBM社の「アジア／太平洋」地域セク＇メント
財務情報と日本IBM株式会社の財務業績 (2) （末政） （451)97 
とテンボラル法の状況別換算法となっている16)……」ということになる。
この方法による場合，外国子会社について，それぞれ機能通貨概念に該
当するかどうかが判定されなければならないが， IBM社は日本 IBM社
が機能通貨概念に該当するかどうかを， 連結財務諸表上明示していない
が，私見では， 日本 IBM社は機能通貨概念に該当しているものと思われ
る。なお， SFASNo. 52はアメリカで 1982年以降適用されており， IBM
社も1982年度の連結財務諸表上それを採用している旨の記載がみられた。
以上のような外貨換算方法が，一般的なものとして認められている。
⑧ IBM社に適用されている外貨換算会計方法
IBM社の 1977年度以降のセグメント財務情報の作成に関連する外貨換算
方法について再述すると，次の如くである。
1977年度から1981年度までは， SFASNo.8が適用されており，テンボラ
ル法によって具体的に換算されている。企業の部外者にとっては，取引日レ
ートで換算することは，その該当項目及びその取引日レート数値を知ること
ができないため，実際にテンボラル法によって外貨換算することは困難であ
る。従って，実際に外貨換算するためには，決算日レートか期中平均レート
しか使用できないであろう。
1982年度から1993年度までは， IBM社で SFASNo. 52が適用されてい
る。日本 IBM社の記録通貨が機能通貨として認められる場合は，資産・負
債項目は決算日レート法が適用され，実際にも決算日レートで換算すること
ができる。また収益・費用項目についても，簡便法による期中平均レートで
換算することも実際に可能である。もし日本 IBM社が機能通貨概念に該当
しないとされた場合はテンポラル法による再測定が必要となる。しかし，上
述の如く，取引日レートで換算しなければならない項目及びその取引日レー
トの額は，企業の部外者にとっては知ることができないため，それによる外
貨換算は不可能であろう。
16)関西学院大学会計学研究室編『前掲書」 99頁。
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さらに，具体的なIBM社の地域区分別セグメント財務情報では， 1977年度
以降「南北アメリカ／極東」地域財務情報が開示されている。従って，この
地域の財務情報をみるとき， 1977年度から1981年度までは， SFASNo.8の
テンボラル法によって外貨換算された数値情報であり， 1982年度以降， 1993
年度までは SFASNo. 52によって外貨換算された数値情報であることに注
意しなければならない。
IBM社の「アジア／太平洋」地域のセグメント財務情報は， 遡及して
Restateされた 1984年度から， 1993年度までの 10カ年間は，すべて SFAS
No. 52によって換算された数値情報であり，単一の外貨換算方法によるもの
として，その財務数値が同一の性格のものとして理解しやすい。
(2) 日本 IBM社の円建財務数値のドル換算にあたっての試案
上述の如<, 日本 IBM社の財務諸表数値をドル換算数値に転換するた
め，まず円・ドル為替相場の具体的な推移を知らなければならない。ここで
は東京市場円・ドル相場の推移にみることにしたい。本来ならば，米国ニュ
ーヨーク市場でのドル・円為替相場の推移を知ることが望ましい。 IBM社
は米国本土において連結業務を行っており，それに使用するドル換算資料も
本国のニューヨーク市場のものを採用していると思われるからである。しか
し，企業の部外者として，日本の投資家サイドからの財務分析のためのドル
換算資料としては，日本国内での東京市場の為替相場の資料を利用すること
も大きな誤りではないものと思われる。そこで， 日銀統計局調査による東京
市場での円・ドル為替相場の公表換算資料によることにしたい。
① 利用した円・ドル為替相場の換算レート
東京市場での円・ドル為替相場の換算レートについての資料は，外国為替
情報社による『外為年鑑」の各年度版による該当年次の外貨換算数値を使用
することにしたい。
IBM社は各事業年度共， 12月末決算期であり， また日本 IBM社も各事
業年度共， 12月末決算期である。従って， 各年度の年末終値（決算日レー
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ト）と， 1月より12月までの終値の年間平均レートを利用することにした。
また，該当年度としては， IBM社が「セグメント報告」を開始した 1977年
以降， 1993年までの17カ年分について調ぺることにした。
『外為年鑑』により， 1977年以降， 1993年までの円・ドル相場の東京市場
での12月末終値為替レートと日々の終値の年間平均為替レートを一表として
書出せば，次の図表19の如くである。なお，参考のために， 1976年末の終値
レートも付記することにした。
この図表19の摘要で付記したように， 1985年 9月22日のニューヨークでの
図表19 米ドル為替円換算レート
（日銀統計局調査による『外為年鑑」より） （単位：円）
西暦 I 12月末終値レート 1年間終値平均レート 1 摘 要
1976年 293.00円 (1ドルにつき）
1977年 240.00 268.46円
1978年 195.10 210.44 
1979年 239.90 219.13 
198呻 203.60 227.10 
1981年 220.25 220.55 
1982年 235.30 249.05 
1983年 232.00 237.48 
1984年 251. 58 237.53 
1985年 200.60 238.53 9(月G252) 日「プラザ合意」
198呼 160.10 168.52 
1987年 122.00 144.61 
1988年 125.90 128.13 
1989年 143.40 137.98 
199呻 135.40 144.88 
1991年 125.25 134.59 
1992年 124.65 126.62 
1993年 111. 89 111.06 
単17純カ年平均間 I 180.41円 188.51円 I 約4.48彩の差異
「外為年鑑」外国為替情報社刊， 1984年版， 1987年版， 1990年版， 199芍三版の該当
年次分を書出した。
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G5の「プラザ合意」以後， 急激にドル安円高に転じている。 このため，
1985年までと， 1986年以降では，年末終値為替レートと年間終値平均為替レ
ートが，共に極単に大きく変動している。
1977年から1985年までの 9カ年間では， 12月末終値為替レートの単純平均
値は224.26円であり，年間終値平均為替レートの単純平均値は234.25円であ
り，その両者の差は4.45円である。これに対して， 1986年から1993年にかけ
ての 8カ年間でみると， 12月末終値為替レートの単純平均値は131.07円であ
り，年間終値平均為替レートの単純平均値は137.05円であり，その両者の差
は4.56円である。このようにみると，前者の 9カ年間と後の 8カ年間では，
12月末終値為替レートで93.19円の差があり， 年間終値平均為替レートで
97.20円の差がでている。 このことは，また日本 IBM社の財務数値の円よ
りドルヘ換算した場合に大きな影響を与えることになる。 IBM社の「アジ
ア／太平洋」地域セグメントの財務数値が開示されたのは， 1984年分以降で
ある。これに合せて， 1977年から1983年までの 7カ年間についてみると， 12
月末終値為替レートの単純平均値は223.74円であり，年間終値平均為替レー
トの単純平均値は233.17円である。しかし， 1984年から1993年にかけての10
カ年間についてみると， 12月末終値為替レートの単純平均値は150.08円であ
り，年間終値平均為替レートの単純平均値は157.25円である。このような相
違があることにも，予め注目しておくことが必要であると思われる。
さらに，各年度 (12月末）の円よりド）レヘの換算レートの12月末終値為替
レートと，年間終値平均為替レートの変動を感覚的に理解しやすくするため
に， 1977年から1993年までの17カ年間のドル換算レートの数値をプロットし
たグラフを画くと，次頁の図表20の如くになる。
図表20をみると，円よりドルヘの換算の年末終値為替レートでは， 1984年
末のドル高（円安）を頂点として「プラザ合意」のあった 1985年の年末，
1986年末， 1987年末にかけて急降下している。しかし， 1988年末， 1989年末
にかけてそれは少しもち直しているが，その後1990年末， 1991年末， 1992年
末， 1993年末へと，それはなだらかに下落している。
270 円~77 
250円
225円
200円
175円
150円
125円
100円
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図表20 円よりドルヘの換算レートの変動表 (1ドルにつき）
年末終値レート
93 
事業年度
80円
年間終値平均為替レートは， 1982年を頂点として， 1983年， 1984年， 1985
年はほぽ安定していたが， 1985年9月22日の「プラザ合意」以後の1986年か
ら， 1988年にかけて急速な下降を続けた。 1989年， 1990年にかけてそれは少
しもち直したが，その後1991年， 1992年， 1993年にかけて，またそれはなだ
らかな下落を続けている。
上記のように， 円をドルに換算するための為替レートは， 1977年以降，
1993年までの17カ年間をみても，大きな変動があった。このことは具体的な
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日本 IBM社の財務数値を円よりドルヘ換算する場合に，大きな影響を与え
ることになるであろう。
② 日本 IBM社の円建財務数値のドル換算への試算的考察
日本 IBM社の財務数値のドル換算にあたって一番問題になるのは，当期
純利益数値のドル換算と，期中平均総資産額のドル換算である。
当期純利益数値のドル換算については，外貨換算方法のいずれによるかに
よって相当異なったドル数値になる。ここでは，企業の部外者によってドル
換算を試算することが可能なものとして，年度末の決算日レートによりドル
換算する修正テンポラル法の考え方による数値か， SFAS第52号の機能通貨
概念による換算方法（簡便法）で用いられる年間平均為替レートによりドル
換算することが考えられる。
そこで，日本 IBM社の1977年度以降の具体的数値について，R 年末終
値為替レート（以下，年末レートと略す）によるドル換算額と，⑧ 年間終
値平均為替レート（以下，年平均レートと略す）によるドル換算額とを，算
出したものを一表にまとめると，次頁の図表21のようになる。
図表21によると，Rの年末終値レートによるドル換算額と，Rの年間平均
レートによるドル換算額との差額は，いうまでもなく，為替レートの年末終
値レートと年間平均レートとの相違によるものである。従って，年によって
年末終値レートと年間平均レートとの間に変動の大きさが異っているため，
R 図表21の最後の行の一の彩は各年度によって変化している。その間の最高のR 
格差がでているのは， 1985年の8.91%であり，その間の最低の格差は1981年
の0.14%である。 1977年から1993年までの17カ年間を通算すれば，その格差
は約4.7彩であり，図表19の数値4.49彩との差は計算過程における四捨五入
の関係である。しかし，特定年度の具体的数値でその年の年末レートと年平
均レートの差が大きいときは， ドル換算数値の差も大きくなるので，年末レ
ートによる修正テンポラル法を用いるか， SFAS第52号の機能通貨概念に
よる外貨換算法（簡便法）の年平均レートを用いるかによって，その差が大
きくなることに注目する必要がある。
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図表21 日本 IBM社の当期純利益額のドル換算への試算
摘 要 1977年1978年11979年11980年 1981年1982年11983年 1984年11985年
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当期純利益 29,801 34,468 36,242 36,323 39,199 35,609 44,728 54,587 72,995 
円 円 円円 円 円 円 円 円
年末終値レート 240.00 195.10 239.90 203.60 220.25 235.30 232.00 251. 58 200.60 
年ド末ルレ換ー ト算額R 
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
12,417 17,667 15,107 17,840 17,798 15,133 19,279 21,698 36,388 
円円 円 円 円 円 円 円 円
年平均レート 268.46 210.44 219.13 227.10 220.55 249.05 237.48 237.53 238.53 
生ト平ル均換レー算ト額R 
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
1, 100 16,379 16,539 15,994 17,773 14,298 18,834 22,981 30,602 
R ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
R 111. 86 107.86 91. 34 111. 54 100.14 105.85 102.36 94.42 118. 91 
摘 要 11986年11987年|1988年 |198叫1990年 |1991年 |1992年|1993年
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当期純利益 63,933 74,283 85,233 102,033 82,822 56,484 31,205 1',18, 205 
円 円 円円 円 円 円 円
年末終値レート 160.10 122.00 125.90 143.40 135.40 125.25 124.65 111. 89 
年ド末ルレ換ー ト算額R 
万ドル 万ド）レ 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
39,933 60,888 67,699 71,153 61,168 45,097 25,034 616,270 
円円 円 円 円 円 円 円
年平均レート 168. 52 144.61 128.13 137.98 144.88 134.59 126.62 111. 06 
年ド平ル均換レー算ト額＠ 
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
37,937 51,367 66,520 73,947 57,165 41,967 24,646 /116,392 
R R 
％ % % ％ ％ ％ ％ ％ 
105.26 118. 54 101. 77 96.22 107. 00 107.46 101. 57 99.26 
なお，純利益数値の円よりドルヘの換算について， IBM社が SFASNo. 
8を1975年度より 1981年度まで適用しており， 1982年度より SFASNo. 52 
を適用（但し， 1980年度分の数値について遡及計算されている）している。
この1975年度から1981年度（但し遡及計算の場合1979年度）までの間はテン
ボラル法の適用によって，企業の部外者にとってまず該当資産・負債につい
て取得日レートを適用換算することは資料上不可能と思われる。従って，そ
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の適用換算の結果，純利益が算出されることになるテンボラル法を適用した
当期純利益数値のドル換算はできない。この点も注意する必要があろう。
次に期中平均総資産額の円よりドルヘの換算問題を考えなければならな
い。元より，資産・負債の外貨換算問題は貸借対照表数値の換算問題が中心
課題とされ，一般には，期中平均資産額の換算問題は取上げられていないと
思われる。しかし，ここでは資本利益率分析における期中平均総資産額の換
算問題が取扱われるべき課題としている。そこで期末ベースでの資産外貨換
算方法より，期中平均ベースとした資産外貨換算方法を模索しなければなら
ないことになるであろう。
一つの考え方は，前期末資産残高と当期末資産残高について，テンポラル
法の SFASNo.8によるか， SFASNo. 52の機能通貨思考によるかであ
る。テンポラル法による場合は該当資産によって取得日レートの適用問題が
でてくるが，企業の部外者にとっては，資料入手上その換算計算は不可能で
ある。しかし， SFASNo. 52により在外子会社の現地通貨を機能通貨概念
により換算する場合の年度末の決算日レート法の適用が可能である。
本稿では，まず，日本 IBM社の各年度末総資産に年末終値レートでドル
換算した数値を算出し，次いで，その前期末金額と当期末金額とを単純平均
した額を，Rの期首・期末平均総資産ドル金額として算出した。
さらに，円金額による前期末残高と当期末残高との単純平均した円建期中
平均総資産額に，期中終値平均ドル換算レートで換算計算した額を，Rの期
中平均総資産ドル金額として算出した。また，Rのドル金額とRのドル金額
との関係についても，RをベースとしてRが，どのような割合になるかも参
考のために算出した。
このような日本 IBM社の期中平均総資産のドル換算のための試算を，一
表にまとめたものが，次頁の図表22である。
R 図表22における一の数値，すなわち円建の期首総資産残高と期末総資産残⑧ 
高に決算日レートを適用した計算額のふであるRと，円建の期中平均資産額
に期中平均レートを適用した計算額であるRとの割合数値は，図表21におけ
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図表22 日本 IBM社の期中平均総資産額のドル換算への試算
摘 要 1976年|1977年|1978年|1979年 |1980年|1981年|1982年|1983年 |1984年
合期末資計産
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
229,561 250,095 280,103 286,895 296,701 336,971 377,784 392,949 454,684 
年レ末ー 終値ト
円 円 円 円 円 Pl 円 円 円
293.00 240.00 195.10 239.90 203.60 220.25 235.10 232.00 251. 58 
同ド上ル換算額
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
78,348 104,206 143,568 119,589 145,727 152,995 160,554 169,375 180,731 
胃雷羹
万ドル 万ドル 万ドル1 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
- 91,277 123,887 131,579 132,658 149,361 156,775 164,965 175,053 
期総中資平均産
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
-239, 828 265,099 283,499 291,798 316,836 357,378 385,367 423,817 
年レ 平ー 均ト
円 円 円 円 円 円 円 円
- 268. 46 210.44 219.13 227.10 220.55 249.05 237.48 237.53 
同ド上ル換R算額
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
- 89,335 125,97 129,375 128,488 143,657 143,496 162,273 178,427 
R R 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
- 102.17 98.34 101. 70 98.52 103.97 109.25 101. 66 98.11 
摘 要 11985年|1986年 1987年11988年 |1989年|1990年 |1991年 |1992年 1993年
合期末資鹿計
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
590,371 578,781 649,617 687,181 770,435 785,916 827,748 1,239,010 1,123,347 
年レ末ー 終値ト
円 円 円 円 Pl 円 円 円 円
200.60 160. 10 122.00 125.90 143.40 135.10 125.25 124.65 111. 89 
同ド上ル換算額
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
294,303 361,512 532,473 545,815 537,263 580,440 660,877 993,991 1,03,974 
叫雷羹
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
237,517 327,908 446,993 539,144 541,539 558,852 620,659 827,434 998,983 
期総中資平均産
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
522,528 584,576 614,199 668,399 728,808 778,176 806,832 1,03,379 1,181,179 
年レ 平ー 均ト
円 円 円 円 円 円 円 円 円
238.53 168.52 144. 61 128.13 137.98 144.88 134.59 126.62 111.06 
同ド上ル換⑧算額
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
219,062 346,888 424,728 521. 657 528,198 537, 118 599,474 816,126 1,063,50 
皇 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
⑧ 108.42 94.53 105.24 103.35 102. 53 104.05 103. 53 101. 39 93.93 
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R る当期純利益の換算で計算されt―ーの数値とは異なっている。当期純利益のマR
R 
換算における面は年度末の決算日レートと年間平均レートとの相違であった
が，期中平均総資産の換算におけるRは期首（前期末）の決算日レートと期
末の決算日レートとの加重平均した数値であり，そのRと年間平均レートの
R 適用によるRとの割合である期中平均総資産の換算におけるーはその性質がR 
異なり，その具体的な数値も異なっている。両者の関係，すなわち図表21に
R R おけるRと，図表22におけるRの年度別に推移した経過をグラフに示すと，
次の図表23のようになる。この点，両者の傾向線のパターンが異なっている
ことにも注目することが必要であろう。
なお，円建売上高のドル換算については， SFASNo. 8も SFASNo. 52 
も収益について，発生日レートの適用という基本的な考え方は同じである。
従って， 日本 IBM社の財務諸表上の売上高については基本的に発生日レー
トでドル換算を行うことになる。しかし，実際上は SFASNo. 52でも認め
R 図表23 当期純利益（上図）と期中平均総資産（下図）のドル換算における一の変動R 
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ている簡便法による期中平均レートを用いて，円建売上高をドル換算売上高
に換算することが行われることになる。このドル換算計算は次の項で示すこ
とにしたい。
(3) 日本 1MB社の円建財務数値のドル換算と
換算後のドル建財務数値の考察
以上においてみてきたように，日本 IBM社の円建財務数値をドル換算す
る基本的目的は， IBM社の連結財務諸表における「アジア／太平洋」地域
セグメント財務情報との比較検討である。それを比較検討する場合の基本的
な財務数値としては資本利益率分析で用いられる売上高，純利益，期中平均
資産額が重要である。そこで日本 IBM社の円建財務数値のうち，売上高，
当期純利益，期中平均総資産の三つについて，具体的にドル換算数値になお
すことが必要になる。前項でドル換算にあたって試算的考慮を払ってきたが，
資本利益率分析の構成要素である売上高，純利益，期中平均資産についてそ
の相互関係を考慮するとすれば，上記三つの構成要素について同じドル換算
方法を用いることが望ましいと考える。それは三構成要素に異なった換算レ
ートを適用することになれば， ドル換算後の資本利益率数値と円建財務数値
により算出した資本利益率が異なるものとなるからである。このような考え
方から，次に，円建の売上高，当期純利益，期中平均総資産に年間平均為替
レートを適用してドル換算を行うことにしたい。
さらに， ドル換算後の上記の各数値が，円建の場合と違って，各年度にど
のような変動をもたらしているかをみたい。そのため， 1977年度を 100形基
準とした各年度の各成長率を算出し，同じく円建の場合の各成長率とどのよ
うに相違するかをみることにする。このような主旨で作成したものが，まず
売上高に関するドル換算計算とその成長率を計算した次の図表24である。こ
の図表24は，平均レート適用によるドル換算売上高と円建売上高との各成長
率を示している。
図表24では，日本 IBM社の円建売上高に年間終値平均レートを適用して
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図表24 平均レート適用によるドル換算売上高と円建売上高との各成長率
摘 要 |1977年 1978年|1979年|198眸 1981年|1982年 |1983年 198坪 1985年
百万円 百万円 百万円1 百万円 百万円 百万円
338,328 428,894 484, 963 612, 220 768,760 914,539 
平ド均ル換レ算ー年ト268.46 
円 円 円円 円 円
227.10 220.55 249. 05 237. 48 237.53 238.53 
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
売ドル上換蔓蘭 109,454 148,977 194,466 194, 709 257, 798 323,647 383,406 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
成円建長売上高率 100.00 115.14 145.96 165. 04 208. 35 261. 62 311. 24 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
上ド高ル換成算長率売 100.00 136.11 177.67 177. 89 235. 53 295.69 350.29 
上ド高ル換成算長率売 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
成円建長売上高率 100.00 118.21 121. 72 107. 79 113. 05 113. 02 112. 55 
摘 要 1986年 1987年 11988年 |1989年 199叫 1991年 1992年 11993年
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
円建売上高878,539 1.060,639 1,187,847 1,312,640 1,326,517 1,272,144 1,254,583 1,157,805 
平ド均ル換レ算ー年ト
円 円 円 円 円 円 円 円
168.52 144.61 128.13 137.98 144.88 134.59 126.62 111.06 
売ドル上換高算
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
521,326 733,447 927,064 951,326 915,597 945,199 990,825 1,042,504 
成円建長売上高率
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
298.98 360.96 404.25 446.72 451. 44 432.94 426.96 394.02 
上ド高ル換成算長率売
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
476.30 670.10 846.99 869.19 836.51 863.56 905.24 952.48 
上ド高ル換成算長率売 ％ ％ ％ ％ 
％ ％ ％ ％ 
成円建長売上高率
159.31 185.64 209.52 194.57 185.30 199.46 212.02 241. 73 
算出したドル換算売上高をまず 3行目に表示した。 4行目に1977年度の円建
売上高を 100彩基準として各年度の売上高の伸び率を示した。 5行目には，
1977年度のドル換算売上高を 100彩基準として各年度の売上高の伸び率を表
示した。 6行目では，円建売上高の成長率とドル換算売上高の成長率との割
合，すなわち円建売上高の成長率を基準としてドル換算売上高の成長率がど
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のような割合になっているかを算出したものである。結局これは円よりドル
への為替レートの相違によるものである。例えば， 1993年の241.73彩は1977
年度の平均レート 1ドル268.46円と， 1993年度の平均レート 1ドル111.06円
との割合を示すものである。
図表24によると，円建売上高では1993年度の売上高は1977年度の売上高の
図表25 ドル換算売上高と円建売上高の各成長率の傾向
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394.02彩に増加していることになり， ドル換算売上高では1993年度の売上高
は1977年度の売上高の952.48彩に増加していることになる。この間の相違は
年平均為替レートの変動が241.73彩にも上っていることによるものである。
このような状況を一覧的にグラフで示すと，前頁の図表25の如くになる。従っ
図表26 平均レート適用によるドル換算当期純利益と
円建当期純利益との各成長率
摘 要 11977年11978年I197叫198叫1981年I1982年1198岬 1984年1985年
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
円建当期純利益 29,801 34,468 36,242 36,323 39,199 35,609 44,728 54,587 72,995 
年ドル換算ト
円 円 円円 円 円 円 円 円
平均レー 268.46 210.44 219.13 227.10 220.55 249.05 237.48 237.53 238.53 
当ド期ル純換利算益
万ドル 万ドル 万ドルI 万ドル .,. ”•J ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
11,100 16,379 16,539 15,994 17,773 14,298 18,834 22,981 30,602 
成円建当期長純利率益
％ ％ %| % ％ | % ％ ％ ％ 
100.00 115.66 121. 61 121. 89 131. 54 119. 49 150.09 183. 17 244.94 
純ド利ル換益算成長当期率
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
100.00 147.56 149.00 144.09 160.12 128.81 169.68 207.04 275.69 
純ド利ル換益成算長当盟 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
成円建当期長純利益率
100.00 127.58 122.52 118. 21 121. 73 107.80 113. 05 113. 03 112. 55 
摘 要 11986年|1987年|1988年|198叫1990年|1991年|1992年|1993年
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
円建当期純利益 63,933 74,283 85,233 102,033 82,822 56,484 31,205 /).18,205 
年ドル換算ト
円円 円 円 円 円 円 円
平均レー 168.52 144.61 128.13 137.98 144.88 134.59 126. 62 111. 06 
当ド期ル純換利算益
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドド 万ドル
37,937 51,367 66.520 73,947 57,165 41,967 
成円建当期長純利益率
％ ％ ％ ％ ％ ％ 
214.53 249.26 286.01 342.38 277.92 189.54 
純ド利ル換益算成長当期率
％ ％ ％ ％ ％ ％ 
341. 77 462.77 599.28 666.19 515.00 378.08 
純ド利ル換益成算長当期率
％ ％ ％ ％ ％ ％ 
成円建当期長純利率益
159.31 185.65 209.53 194.57 185.31 199.47 
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て，円建売上高の成長率の傾向線とドル換算売上高の傾向線はかなり異なっ
た線形になっていることがわかる。特に， 1990年以降，円建売上高の伸びは
マイナスになっているが，それにもかかわらず， ドル換算高上高は円高為替
レートの影響で依然としてドル換算売上高は伸びているのである。
次に，当期純利益について，円建の金額について年間終値平均レートを適
用してドル換算当期純利益額を算出したものが，前頁の図表26の3行目の数
値である。図表26の4行目は1977年度の円建当期純利益を 100％基準として
各年度の当期純利益額の伸び率を示した。 5行目は1977年度のドル換算当期
純利益を 100％基準として各年度の当期純利益の伸び率を表示した。 6行目
には，円建当期純利益の成長率とドル換算当期純利益の成長率との割合，す
なわち円建当期純利益の成長率100％を基準としてドル換算当期純利益の成
長率がどのような割合になっているかを算出したものである。
図表26によれば， 1993年度の円建当期純利益は1977年度の当期純利益に対
比して，マイナスの 61.09％にまで落込んでいる。ドル換算当期純利益率は
さらに1977年度のそれに比してマイナス147.67％にまで極度の落込みとなっ
ている。ここでは円高為替レートの影響がマイナスヘの落込みに大きく寄与
していることになる。このような当期純利益の各年度の成長率の傾向を把握
しやすいように，グラフに一覧的に示すと，次頁の図表27の如くなる。
図表27によると，円建当期純利益の成長率は1989年度の342.38~るを頂点と
して，それ以後の年度は1993年度まで急降下をしている。ドル換算当期純利
益の成長率はその高低の傾向が著しい形となり， 1982年度より1989年度まで
急上昇し， 1989年度以降， 1993年度まで円建ベースのものよりも急激な下落
傾向を示している。
さらに，成長率によらないで，金額ベースで， 日本 IBM社の円建当期純
利益とドル換算当期純利益の変動を一覧的に棒グラフの形で対比すると，さ
らに後の図表28の如くになるであろう。
図表28によると，金額ベースによる各年度の当期純利益の変動が，円建金
額とドル換算金額によって，どのようなパターンになっているかが，明らか
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図表21 ドル換算当期純利益と円建当期純利益の各成長率の傾向
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になるであろう。
93 
最後に，期中平均総資産のドル換算とその成長率についてである。前述と
同じように，円建期中平均総資産額に年間平均レートを適用してドル換算期
中平均総資産額を算出したものが，後の図表29の3行目の数値である。図表
29の4行目は 1977年度の円建期中平均総資産を100彩基準として各年度の期
中平均総資産の伸び率を示した。 5行目は1977年度のドル換算期中平均純資
産を 100％基準として各年度の期中平均総資産の伸び率を表示したものであ
る。 6行目には，円建期中平均総資産の成長率とドル換算期中平均総資産の
IBM酎「アジア／太平洋」地域セグメント
財務情 と日本IBM株式会社の財務業績 (2) （末政）
図表28 金額ペースによるドル換算当期純利益と円建当期純利益の対比
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図表29 平均レート適用によるドル換算期中平均総資産
と円建期中平均総資産との各成長率
摘要 I1977年 11978年 |197岬 |1980年 |1981年 |1982年 |1983年 I1984年
円建総資産
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
期中 239,8281265, 0991283, 4991 291, 7981 316, 8361 357, 3781 385, 3671 423,817 
平均残高
円円円円円円円円
ドル換算年
268. 461 210. 41 219. 131 227. 101 220. 51 249. 051 237. 481 237. 53 
平均レート
ドル換算
万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル 万ドル
総資産期中 89, 3351125, 9741129, 3751 128, 4881 143, 6571 143, 4961 162, 2731 178,427 
平均残高
円建総資産
%1 %I %1 %1 %1 %1 %1 % 
塑中平均残 100. 01 110. 541 118. 21 121. 671 132. 11 149. 01 160. 681 176. 72 
高成長率
ドル換算 ％ ％ ％ 
総資産
%I % % % % 
期中平均 100. 00141. 01 144. 82 143. 83 160. 81 160. 631 181. 65| 199. 73 
残高成長率
ドル換算総 ％ ％ ％ ％ ％ 
資産成長率
円建総資産
100. 01 127. 561 122. 51 118. 21 121. 721 107. 801 113. 051 113. 02 
成長率
1985年 |1986年 |1987年 |1988年 |1989年 |1990年 |1991年 |1992年|1993年
百万円1 百万円I 百万円I 百万円1 百万円1 百万円1 百万円！ 百万円I 百万円
522, 528I 584, 576I 614, 199I 668, 399I 728, 808I 778, 1761 680, 83211. 033, 37911. 181.179 
再1 円 Pl1 円I ―円I Pl 円I 円I 円
238. 531 168. 521 144. 61 128.131 137. 981 144. 81 134. 591 126. 621 111. 06 
万ドル「 万ド叫 万ドルI 万ドル1 万ドルI 万ドルI 万ドル1 万ドル1 万ドル
219, 0621 346, 8881 424, 7281 521, 6571 528, 1981 537, 1181 599, 4741 816, 12611, 063, 550 
217. ~I 243. ~I 256. 1:1--:. ~I 303. ~1~;1~36. ~I 430. ~I 492. ~ 
245. 2: I 3 88.3: I 475 4: I 583. 9:I 59 1. 2: 60 1. 2: I 67 1. 0] ，1 3.5:I 1, 1 90. 5: 
:1 159. ~I 185. ~I 209. ~I 194. ~l~I~- 212. ~I 241. ~ 112. 54 301 641 521 561 185. 301 199. 461 021 73
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成長率との割合を算出したものである。
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図表29によると，円建期中平均総資産は徐々にその成長率を高め， 1993年
度には1977年度の492.51％の高さにまで伸びている。ドル換算期中平均総資
産は円ベースよりも1986年度を境として急速にその成長率を高め， 1993年度
では1977年度の1,190.52％すなわち12倍近くにまで高まっているのである。
このような円ベースとドルベースとの相違については，それらの成長率を各
年度別にプロットしたグラフを画くと，次頁の図表30の如くになる。
図表30によると， 日本 IBM社の円建期中平均総資産の成長率の傾向線と
ドル換算期中平均総資産の成長率の傾向線の相違が著しいことが，視覚的に
も理解できるであろう。
上述のように，売上高，当期純利益，期中平均総資産それぞれについて，
円建ベー ス， ドル換算ベースで検討してきた。それは各年度における為替相
場の変動の影響が当初考えられていたよりも，その財務数値の変動に大きな
影響を与えていることが明らかである。ドル換算額による売上高，当期純利
益，期中平均総資産の財務数値は円建ベースのそれらの財務数値と同じ感
覚，思考でみるべきものではないと。
以上のように， 日本 IBM社のドル換算額による売上高，当期純利益，期
中平均総資産によって，その財務業績をみることができる。
次に取上げるべき課題は，それらドル換算数値と IBM社の連結財務諸表
上の「アジア／太平洋」地域セグメントの財務業績とを，「連単倍率」、「連
単差額」等の分析手法を用いて財務分析を行うことである。しかし，その課
題については，頁数の関係で別稿で詳細に取上げることにしたい。
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図表30 ドル換算期中平均総資産と円建期中平均総資産の各成長率の傾向
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